
福島県総合計画審議会 
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日 時 令和７年８月６日（水） 

１３時３０分～１５時５５分 
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福島県総合計画審議会事務局 
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１ 出席者 

（１）総合計画審議会委員 21名（うち２名は途中から出席）、総合計画審議会特別委員 1名 

青砥和希委員、石川格子委員、岩崎由美子委員、菊池美保子委員、小林清美委員、小林奈保

子委員、佐々木祐子委員、澤田精一委員、立谷秀清委員、丹治俊宏委員、丹野孝典委員、角

田守良委員、坪井永保委員、徳永淳子委員、西﨑芽衣委員、西田奈保子委員、三浦浩喜委員、

村越のぞみ委員、横田純子委員、鷲尾一美委員、渡邊武委員、村上早紀子特別委員 

※下線の委員はリモート形式による出席 

（２）福島県 計 30名 

総務部総務課長、危機管理部政策監、危機管理部次長（原子力安全担当）、企画調整部企画

調整課主幹、企画調整部次長（地域づくり担当）、企画調整部ふくしまぐらし推進課長、企

画調整部デジタル変革課長、避難地域復興局次長兼企画調整部参事、文化スポーツ局次長、

生活環境部政策監、生活環境部企画主幹、保健福祉部企画主幹、こども未来局次長、商工労

働部政策監、商工労働部雇用労政課長、観光交流局次長、農林水産部農林企画課長、土木部

次長（企画技術担当）、出納局次長、企業局次長、病院局次長、教育庁企画主幹兼副課長、

警察本部警務課企画官、県北地方振興局次長、県中地方振興局次長、県南地方振興局次長兼

企画商工部長、会津地方振興局次長、南会津地方振興局次長兼企画商工部長、相双地方振興

局次長兼企画商工部長、いわき地方振興局次長兼企画商工部長 

 

（３）事務局 計６名 

企画調整部長、企画調整部福島イノベーション・コースト構想推進監兼政策監兼企画推進室

長、復興・総合計画課長、復興・総合計画課主幹兼副課長（地方創生担当）、復興・総合計

画課主幹（総合計画担当）、土地水対策室長 

２ 福島県総合計画について 

（１）総合計画の進行管理について（議事） 

（２）総合計画の指標について（報告） 

（３）総合計画の情報発信の強化について（報告） 

３ 福島県復興計画について 

（１）復興計画の更新について（報告） 

４ 福島県土地水対策部会について 

（１）部会の開催結果について（報告） 

５ 発言者名、発言内容 

   次のとおり 
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福島県総合計画審議会                       （令和７年８月６日開催） 

 

 

司会（宇佐美主幹） 

 

 

 

 

 

 

 

 

司  会 

企画調整部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

司  会 

 

 

 

 

 

 

 

――開  会―― 

 本日は、総合計画審議会にお集まりいただきありがとうございます。私、進

行役を務めさせていただきます企画調整部復興・総合計画課の宇佐美でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。本日は、一部の委員の皆様にはリモ

ート形式で参加いただいております。円滑な進行に努めてまいりますので、御

協力よろしくお願いいたします。 

 定刻になりましたので、ただいまから福島県総合計画審議会を開催いたしま

す。 

 

――部長挨拶―― 

 はじめに、企画調整部長の五月女より御挨拶を申し上げます。 

 皆様、企画調整部長の五月女でございます。本日は、お忙しい中、御参加い

ただきありがとうございます。リモートで御参加の皆様もありがとうございま

す。 

 今年６月に委員の改選がありましたが、引き続き委員に御就任いただいた皆

様に御礼を申し上げるとともに、新たに就任いただいた皆様には、本審議会の

趣旨に御賛同いただき感謝申し上げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 さて、令和４年度からスタートした総合計画も４年目を迎えております。総

合計画で描いた福島の将来の姿、これを実現するためには、ＰＤＣＡサイクル

をしっかりと回していくということが大変重要になっております。また、昨年

度は急激な人口減少に対応するために、12月に「福島県人口ビジョン」を更新

し、2040 年に福島県の総人口 150 万人程度の維持を目指すこととしておりま

す。それを目指すための手段として、３月に「ふくしま創生総合戦略」という

ものを策定してございます。福島県の場合、震災からの復興・再生と地方創生・

人口減少対策、これらを両輪で進めなければならないという非常に厳しい状況

にございますが、県庁も一丸となって取り組んでいきたいと思っております。 

 また、本日は令和６年度の事業の評価結果等を説明させていただきたいと思

います。委員の皆様には、それぞれの専門分野から忌憚のない御意見を賜れれ

ばと思っております。頂いた御意見につきましては、本年度の事業執行はもと

より、令和８年度の事業構築に向けて活用させていただければと思っておりま

す。本日はどうぞよろしくお願い申し上げます。 

 本日は、総合計画審議会委員の委嘱後、初めての審議会でございますので、

議事に入ります前に新しく委員になられました方々の御紹介をさせていただ

きます。お手元の出席委員名簿を御覧ください。 

 石川格子委員です。 

 佐々木祐子委員です。 

 徳永淳子委員です。 

 三浦浩喜委員です。 
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司  会 

三浦会長 

 鷲尾一美委員です。 

 なお、福島県農業協同組合中央会の原喜代志委員、福島県町村会の星學委員

も新しく委員になられましたが、本日は所用により御欠席となっております。  

 前回から引き続き御就任いただいた委員の皆様におかれましては、改めまし

て今任期中もよろしくお願いいたします。 

 また、本日は今年度新たに設置いたしました「土地水対策部会」の審議結果

を御報告いただくため、部会長であります福島大学の村上早紀子特別委員にも

御出席いただいております。そのほか、欠席者につきましては名簿に記載のと

おりとなっております。 

 ここで、議事に先立ちまして定足数の確認を行わせていただきます。本日は

委員の現員 25名中、リモートで参加の委員も含め 19名が出席しておりますの

で、本審議会は有効に成立しております。 

 それでは、引き続き議事録署名人を２名選びたいと存じますが、事務局から

議事署名人を御指名申し上げてよろしいでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。お一人は角田守良委員、もうお一人は村越のぞみ委

員にお願いしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 

――会長・副会長の選任について―― 

 では、次に、次第３の「会長・副会長の選任について」に移らせていただき

ます。福島県総合計画審議会条例第４条第１項の規定により、会長及び副会長

は委員の互選により選出することとされております。どなたか候補者の推薦が

ありましたらお願いいたします。 

（「事務局一任」の声あり） 

 ありがとうございます。事務局一任のお声を頂きましたので、事務局といた

しましては、会長につきましては、福島大学の学長を務められており、幅広い

分野に知見・経験を持ちの三浦浩喜委員にお願いしたいと思います。また、副

会長につきましては、引き続き福島県商工会議所連合会の渡邊博美委員にお願

いするとともに、令和元年度から通算３期６年の間、会長を務めていただきま

した岩崎由美子委員に御就任いただき、三浦会長の補佐を願いたいと考えてお

りますが、いかがでしょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

 御異議がないようですので、会長は三浦浩喜委員に、副会長は渡邊博美委員

と岩崎由美子委員にお願いすることとさせていただきます。 

 それでは、会長に選任されました三浦委員におかれましては、前の会長席の

ほうに御移動をお願いいたします。 

 

――会長挨拶―― 

 それでは、三浦会長から御挨拶をお願いいたします。 

 皆さん、こんにちは。会長に選任されました三浦でございます。新任で会長



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

司  会 

 

 

 

 

三浦会長 

 

 

復興・総合計画課長 

 

 

 

 

 

 

 

の大役を引き受けさせていただきまして、早速、後悔しているところでありま

すけれども、パワフルなお二人の副会長に支えていただきながら、また、委員

の皆様方に協力を賜りながら、一生懸命務めさせていただきたいと思います。 

 私ごとになりますけれども、私は二本松市の山奥の出身で、そこには「合戦

場のしだれ桜」という我が家の桜が立っております。つい数年前まで、毎年シ

ーズンになると、７万人とか８万人とか、多い時には 10 万人ぐらいが来る観

光地だったわけですけども、この３～４年、急激に勢いが衰えてしまって、そ

れで樹木医に診てもらったところ、非常に危機的な状況でありました。枯れて

いる枝を切ったら中は空洞状態になっていて、枯れている枝を全部なぎ払った

ところ、幹と太い枝しか残っていないという本当にみすぼらしい姿になってし

まいました。 

 この桜は、ずっと地域の「桜を守る会」の方々に管理等をお願いしておった

わけなんですけれども、そういった生きるか死ぬか分からないような桜の管理

をまたお願いするのも酷だと思って、「解散しませんか？」というふうに私のほ

うから申し上げたんですけれども、「いや、続けたい。今、頑張らなくて枯れて

しまったら後悔してしまう。やれることをやらせてもらいたい。」ということ

で、今もその活動は続けていただいておるところでございます。その姿という

のは、現在の福島県を象徴する一つの形でもあるのかなというふうに思ってい

ます。 

 まさに、この福島県総合計画審議会というのは、福島県が、10 年後、20 年

後、30年後、みんなが希望を持てて、わくわくドキドキする福島県をつくって

いく上で非常に重要な役割を果たすものと考えております。委員の皆様方の御

協力を得ながら、少しでもそこに近づけるように頑張りたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いします。 

 ありがとうございました。 

 それでは、これ以降は福島県総合計画審議会条例第５条第２項の規定によ

り、会長に議長をお願いしたいと存じます。 

 

――福島県総合計画について―― 

 それでは、ここから私が議事の進行を務めさせていただきます。 

 では、次第４の「福島県総合計画について」から進めていきたいと思います。

（１）の福島県総合計画の進行管理について、事務局から説明をお願いします。 

 復興・総合計画課の庄司でございます。私のほうから総合計画の進行管理に

ついて、資料１－１に基づきまして説明をさせていただければと思います。失

礼して着座にて説明をさせていただきます。 

 それでは、資料１－１「福島県総合計画の推進について」を御覧ください。

改めまして総合計画について御説明をいたします。総合計画は、あらゆる分野

を網羅した県の最上位計画でございまして、計画期間は令和４年度から 12 年

度の９年間となっております。その実行計画、アクションプランとしまして「ふ

くしま創生総合戦略」と「福島県復興計画」を位置付けまして、福島の復興・
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再生と地方創生を両輪で推進しております。 

 ２ページを御覧ください。進行管理の概要ですが、ＰＤＣＡマネジメントサ

イクルのイメージ図を御覧いただきますと、赤い四角囲みの部分、「審議会・有

識者の意見」が、本日、皆様に行っていただく「チェック（評価）」の部分にな

っています。県民の視点、また、専門的・将来的な視点で、施策が向かう方向

性や取組の過不足などにつきましてチェックやアドバイスを頂ければと思っ

ております。本日の意見等を踏まえまして次年度事業の構築につなげてまいり

ます。 

 続いて、資料１－２「令和７年度 福島県総合計画進行管理」を御覧くださ

い。「福島県総合計画の進行管理に関する要綱」に基づきます「政策分野別主要

施策評価調書」を整理しています。数値に表れない課題等もございますが、部

局ごとにマネジメントしまして指標の評価と対応方針を記載し、総合計画の進

行管理に係る全事業を公表することで県民の皆様と共有し、説明責任を果たし

てまいります。 

 本日は、時間の都合上、計画におけます県政運営の基本方針であります 18の

政策について、要点を絞って御説明させていただきます。 

 ２ページをお開きください。進行管理についての概要を記載しております。

（１）目的ですが、総合計画に掲げる将来の姿を実現させるため、事業ごとの

進行管理調書によります事業の分析を徹底しまして、次年度以降の取組がより

効果的・効率的なものとなるよう全庁を挙げて取り組んできたところでござい

ます。 

 （２）進行管理の内容としましては、ＰＤＣＡマネジメントサイクルの「チ

ェック」を土台に、明確な方向付け、いわゆる「アクション」、改善でございま

すが、これを県民の皆様にお示しする。それによりまして、総合計画に掲げた

目標値が達成されているのかいないのかの現状を共有し、そこから、県民の皆

さんと一緒に県づくりを進めていくための賛同や協力を得る機運醸成につな

げていきたいと考えております。 

 （３）は、令和７年度、今年度の進行管理のスケジュールとなりますので、

参考に御覧いただければと思います。 

 次に４ページを御覧ください。令和６年度政策分野別基本指標の達成度の概

要でございますが、後ほど御説明いたします「政策分野別主要施策評価調書」

の結果を取りまとめたものとなっておりまして、政策に紐付く基本指標の達成

状況について、見込みも含めて達成・未達成の内容を記載してございます。 

 「しごと分野」につきまして、おおむね半数の指標が達成されておりますが、

「ひと分野」「暮らし分野」におきましては未達成の指標が多い状況にありま

す。特に「ひと分野」では、これまで達成見込みとしておりました「健康寿命」

の男女いずれもにおきまして、先般、令和４年度の実績値が確定しまして、前

回、令和元年度を下回る結果となり、未達成見込みとなるなど、昨年度から大

きく後退したところでございます。ほかにも、人口の社会増減や各意識調査、

県産農産物価格の回復状況など、目標が達成しなかった要因をしっかり分析す
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るとともに、こうした部分も含めて県民の皆様に広く知っていただき、将来の

姿の実現に向けて共に取り組んでいただけるよう、具体的な成果の創出と見え

る化を進めてまいります。 

 ６ページ以降については、「ひと」「暮らし」「しごと」の分野ごとに、施策に

紐付きます基本指標の達成状況を示しております。上段に、政策ごとに施策に

紐付く基本指標の達成度と、その基本指標を動かす主な事業の達成度をグラフ

化しておりますが、このうち、主な事業については、取組を推進する事業のう

ち、アウトプット指標、いわゆる活動実績でございますが、このアウトプット

指標の目標値を達成した事業の割合を記載させていただいております。なお、

前年度からの推移を見るため、参考としまして前年度の達成度を赤い棒グラフ

で重ねております。 

 ６ページの「ひと分野」におきましては、政策２の結婚・子育て関連及び政

策３の教育関連におきまして、昨年度より指標の達成が少ない状況になってお

ります。また、政策１の健康関連や政策４の人権等に関連するものにおきまし

ては、昨年度同様に目標の達成が難しい状況が続いております。 

 下の四角囲みになりますが、「ひと分野」の全 63 指標では、達成が 18 指標

と、昨年度と比較して４指標少ない状況となりました。達成・未達成の主な指

標を列記しておりますが、男性の育休の取得率や移住関連の指標等で目標達成

が見られますものの、メタボリックシンドロームやがん検診の受診率等の健康

に関する指標、また、合計特殊出生率などの結婚・出産・子育てに関する指標

など、それぞれの政策の中心的な指標において目標が達成されませんでした。 

 続きまして、７ページの「暮らし分野」を御覧ください。政策３、政策６に

おきまして指標の改善が見られましたが、他の政策においては昨年度より未達

成が多い状況となっております。「暮らし分野」では、昨年度新たに２つの指標

を追加し、全 62指標となりましたが、達成は昨年度と同じ 30指標となってお

ります。未達成の指標を見ますと、昨年度と比べて改善傾向にはありますが、

例えば「ごみ排出量」、ここでは「一般廃棄物の排出量」になりますが、令和５

年度分は全国ワーストから脱却したものの、依然として多い状況にあるという

ことで、引き続き目標値を達成できない見込みとなっております。 

 続きまして８ページの「しごと分野」を御覧ください。政策５の観光分野に

おきまして指標に改善が見られましたが、他の政策におきましては昨年度より

未達成が多くなっている状況でございます。「しごと分野」の全 43指標では、

達成が 21 と、昨年度と比較して５つの指標が少なくなっておりまして、昨年

度、目標を達成しました新規就農者数やスマート農業技術等導入経営体数、ま

た、再エネ・水素関連産業の工場立地件数、それから、新規高卒者の県内就職

率などにおいて未達成となっている状況でございます。 

 次に、10ページを御覧ください。評価調書につきまして、まず凡例を使って

御説明をさせていただきます。上段には、政策に紐付きます基本指標を記載し

ております。政策に紐付く基本指標は、全 18政策に対しまして 34指標ござい

ます。こちらの指標に関する分析結果等につきましては、別資料になりますが、
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資料１－３において詳細を記載しておるところでございます。評価調書におき

ましては、基本指標が目標値に対してどのように動いたのかを予測を含めて捉

えますとともに、各施策を進めた結果、基本指標にどのような影響を及ぼした

かを「施策の全体的な状況」に記載してございます。 

 この資料の作りですが、中ほどに、施策の達成度合いを定量的に示します「基

本指標（施策）の達成度」としまして、施策に紐付く基本指標のうち目標値を

達成または達成見込みとなった指標の割合を、その下には「主な事業の達成状

況」としまして、取組に紐付く事業のうち事業のアウトプット指標の目標値を

達成した事業の割合を記載してございます。先ほどの資料で棒グラフで御覧い

ただいた達成度の再掲となっておりますが、具体的な指標や主な事業の状況に

ついても併せて記載してございます。なお、欄外に米印で記載しておりますが、

ここでは事業による指標への貢献度等というものは考慮せずに、アウトプット

指標を達成した割合のみを記載しております。 

 また、中央に上向きの矢印を記載しておりますが、「事業の成果」が「施策の

成果」に影響し、さらには「政策の実現」につながるというように、下から上

のほうに影響を与えていくということを意識した構成としてございます。 

 その関係性に着目した上で、一番下の段ですが、「達成度を踏まえた課題分

析」としまして、施策の達成状況と事業の達成状況の連動性を俯瞰してみた要

因分析と対応案を示しております。 

 次のページを御覧ください。「政策を取り巻く状況」には、施策ごとの施策評

価のサマリー、要約を記載しており、施策の成果や方向性を確認するようにな

っております。また、下段の「補完指標の分析」には、経年変化を見まして、

変調が見られる指標などを抽出し、その分析結果を記載しております。 

 それでは、評価調書本体について御説明をいたします。時間も限られますの

で、「ひと」「暮らし」「しごと」分野、各１つずつ政策を抽出して説明させてい

ただきます。 

 まず、12 ページを御覧ください。「ひと分野」の政策１「全国に誇れる健康

長寿県へ」です。こちらの基本指標であります「健康寿命」については、生活

習慣病の死亡率の減少等により平均寿命が延伸していることなどから、目標値

に近づいていくことを予測しておりましたが、先ほども申し上げましたよう

に、最新値では前回を下回り、目標値を達成できていないという状況でござい

ます。この政策に紐づく各施策におきましては、目標を達成している基本指標

が歯の健康指標のみとなっておりますので、政策の基本指標に十分な影響を与

えられていないという状況にございます。 

 また、その下の主な事業の達成状況を見ますと、半数以上でアウトプット指

標を達成しているものの、その先にある施策の基本指標に十分な効果が与えら

れておらず、次年度以降の事業構築におきましては、影響しなかった原因を特

定しまして、事業の方向性に誤りがないか事業を論理的に整理し、次の方向性

を導き出していく必要があると考えております。 

 次のページを御覧ください。「政策を取り巻く状況」は記載のとおりでござい
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ますが、がんに対する知識の普及啓発や検診体制の整備のほか、県民が自然と

健康になれる環境づくりとして、運動環境づくりのほか、「減塩対策、禁煙、脱

肥満」に向けた事業を展開するなど、それぞれの施策において取組を進めてお

ります。 

 次に、資料が若干飛びますが、22 ページを御覧ください。「暮らし分野」の

政策１「東日本大震災・原子力災害からの復興・再生」であります。避難解除

区域の居住人口の増加、避難者数の減少など、基本指標は目標に向けて推移し

ているとともに、施策におけます基本指標や施策に紐付く事業も、おおむね半

数から６割程度の達成状況となってございます。 

 次のページを御覧いただきますと、政策を取り巻く状況の施策８「風評・風

化対策の強化」におきましては、県産農産物に関連します基本指標は、根強い

風評等の影響によりまして目標値が未達成の見込みであり、戦略的な情報発信

や県産品のブランド力強化など、風評・風化対策強化戦略に基づいて全庁一丸

となって取組を進めてまいります。 

 次に、また資料が飛びまして、44 ページを御覧ください。「しごと分野」の

政策６「福島の産業を支える人材の確保・育成」でございます。施策におけま

す基本指標と主な事業におきまして、おおむね半数以上達成している状況でご

ざいます。一方で、政策に紐付く指標「安定的な雇用者数」におきましては目

標値を達成できていない状況にございます。人口減少下におけます生産年齢人

口の減少が大きな要因とも考えられますが、次のページを御覧いただきます

と、政策を取り巻く状況では、ワーク・ライフ・バランスをはじめまして、誰

もが安心して働くことができる雇用環境の整備や、女性が活躍できる社会の実

現など、早急な対応が求められており、若者や女性の定着・還流に向けて、当

該政策はもとより、他分野・他政策とも連携しながら次年度以降の取組を強化

してまいります。 

 資料１－２の説明は以上となりますが、18 政策に紐づきます 34 指標の状況

や分析等の詳細につきましては資料１－３にまとめてございます。また、評価

調書の全体につきましては、参考資料としてお配りしておりますが、１－１の

「政策分野別主要施策評価調書（全体版）」に、また、総合計画を推進します重

要な事業の分析・評価結果につきましては、同じく参考資料１－２にまとめて

おりますので、後ほど御覧いただければと思います。 

 次に、資料２－１から資料３－２でございますが、こちらにつきましては、

先ほど説明いたしました総合計画のアクションプランであります「第２期福島

県復興計画」及び「ふくしま創生総合戦略」の評価調書となってございます。 

 説明のほうは割愛させていただきますが、総合計画との関連を意識しなが

ら、それぞれの指標によります現状分析、それから、令和６年度の取組から主

な課題と今後の方向性を示しております。「復興・再生」や「地方創生」を推進

します８つの重点プロジェクトにおけます有効性なども検証しながら、令和７

年度の重点事業を編成してきたところです。なお、総合計画の指標の状況や同

じ判定基準を用いることで、総合計画、復興計画、総合戦略の進行管理を一体
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的に行っているところでございます。 

 次に、参考資料になりますが、御承知のとおり本県は県土が広大であり、地

域によって特徴や課題が異なります。そのため、総合計画では地域別の主要施

策を取りまとめており、それぞれに進行管理を行っております。 

 参考資料２－１になりますが、地域別主要施策評価調書におきましては、県

内７地域におきまして地域懇談会を開催し、それぞれの地域におけます様々な

取組や課題について、県民の皆様から御意見を頂き、その結果をまとめてござ

います。審議会委員の皆様にも地域懇談会に御参加いただき、それぞれのお立

場で御意見を受け止めていただきまして誠にありがとうございました。 

 資料を御覧いただきますと、県内７方部別の代表的な取組の進捗状況に加え

まして、「地域の主な課題」や「地域懇談会の意見」、それらを踏まえた「今後

の方向性」を整理しておりますので、こちらも後ほど御確認いただければと思

っております。 

 なお、参考資料２－２と２－３につきましては、この評価調書のバックデー

タとなってございます。 

 それから、参考資料３でございますが、こちらにつきましては、計画に掲げ

ます全 279指標について、令和７年７月時点のデータを示した資料となってご

ざいます。 

 また、参考資料４につきましては、これまでの審議会で御報告いたしました

指標一覧等におきまして、実績値、判定、全国平均の一部に修正がありました

ので、報告させていただく内容となってございます。引き続き資料上の数字の

取扱いにつきましては細心の注意を払いながら精査してまいります。 

 議事（１）に関して事務局からの説明は以上となります。よろしくお願いい

たします。 

 ありがとうございました。議事（１）総合計画の進行管理についての説明で

ございました。進行管理については、県のほうで施策等を評価し、調書にまと

めていただき、その調書について審議会の場で審議するということになってお

ります。審議会の前に事務局から委員の皆様に会議資料の送付があったかと思

いますので、皆様の御専門分野を中心に御発言いただければと思います。でき

るだけ多くの委員の皆様に御発言いただきたいと考えておりますが、時間も限

られておりますので、お一人２分程度に御発言をおまとめいただきますと幸い

でございます。 

 では、意見、御質問がありましたら挙手をお願いします。いかがでしょうか。 

 何か御質問はありませんか。県のほうから補足などはございませんでしょう 

か。では、横田委員お願いします。 

 横田です。全体的にまとめていただいてありがとうございます。質問がある

のが、まず、資料３－２の６ページの「もうかる農業」のところなんですが、

新規就農が結構順調に伸びていっていたんですが、令和６年度がちょっと減っ

たということになっていまして、その要因が分かればなということが１つと、

あと、数字をみていると、伸びてはいるんですけれども、たぶん全国的に取り
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合いというのは同じ現象になっていると思いまして、事業継承というのが、今

年たぶん本気度が出ていると思うんですが、新しい取組、新しいベンチャー的

なことをやるのももちろん大事なんですけれども、今ある産業を継続していく

というのも大事だと思いまして、農業の事業継承というところの中に入ってく

ると思うんですが、その強化もちょっとしていただきたいなというふうに思い

ます。 

 あと、どうしても数字で出てくるので、達成率とか達成していないとかって

いうところをどうしても見えてしまうんですけれども、やはり大きな目標とい

うのは、福島県がすごくいい県になって、私でいえば、私の子どもが戻ってき

て、福島に住みたい、福島で子どもを産んで育てていきたいと思ってもらえる

ような県になっていただきたいというのが大きな目標だと思います。 

 その中で、たくさんの数字があって、達成しているからいいではなくて、達

成しているけれども費用対効果はどうなんだろうとか、達成していないけれど

も、これはやるべきなのかやらないべきなのかというところも見極めて、施策

の棚卸しも必要な時期なのではないかなと思っていますので、こちらは御意見

になります。 

 以上です。 

 ただいまの件について、県のほうからお願いします。 

 御質問ありがとうございます。農林水産部です。新規就農者につきまして、

令和５年度はだいぶ伸びが大きいというふうなところで上方修正してござい

ます。なので、ちょっと達成状況につきましては悪くなってしまったんですけ

れども、安定的に 300名以上を確保しているというふうな状況となってござい

ます。 

 ここで少し伸びが悪くなった理由ということなんですけれども、最近、新規

就農者の半数以上を雇用就農が占めてございます。雇用就農につきましては、

それぞれその雇用する側の法人の、当然、求人の増減というのが年次によりま

してございますので、そういった関係で少し減っているというふうな認識をし

てございます。 

 また、事業継承について大事だということで、私どももそのような認識をし

ておりまして、事業継承のための事業をつくるなどして円滑に第三者に移行す

るような、そういった取組も始めてございます。また、なかなか成果的なとこ

ろですとこれからなんですけれども、そういったところに誠実に取り組んでま

いりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 よろしくお願いいたします。昨日ちょうどオリジナル米の会議だったんです

が、やはり農家さんたち、お米を増やしていきたいという気持ちと、農家さん

が減ってくるというところもちょっと感じてきたので、是非ともよろしくお願

いいたします。 

 どうぞ、お願いいたします。 

 横田委員から意見ということでしたけれども、「施策の棚卸し」というところ

につきまして、前回も御指摘いただいているところで、なかなかそこがうまく
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いっていない部分なのかなというふうに思っております。 

 指標の達成という部分がありましたけれども、やはり指標だけではなくて、

実際、何を目指すのかといったところをしっかり共有していく必要があろうか

なというふうに思っています。 

 部局におきましては、施策と自らの事業のつながりがなかなか見いだせない

部分があるというのが課題になっている部分でございますが、そういったとこ

ろを我々企画調整部のほうでしっかりつなげるような形で、全庁でしっかり共

有してやっていきたいというところがまず１つと、それから、やはり事業の効

果というのが、短期間で得られるものもあれば、長期にわたって継続していく

ことで得られていくという部分もございますので、そういったことに配慮しな

がら、やはり必要なものは適正な評価と県民への説明責任というところになっ

てくるかと思います。 

震災以降、様々な課題があって、いろいろ業務が立て込んできたという部分

はございますが、限られた財源、限られた人材ということもありますので、事

業のスクラップというのも念頭に置きながら事業をしっかり企画していきた

いと思います。 

 皆さんが真面目にやっていないということではなくて、すごく皆さんが真面

目に取り組んでいらっしゃるということと、これから先、どうしても県庁職員

さんも減っていかれると思うので、薄く広くよりは、やっぱり選択と集中が必

要だと思いますので、そういう意味で見極めていただければと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。鷲尾委員お願いします。 

 新任の鷲尾と申します。よろしくお願いします。意見と質問です。 

 まず、福島県の健康施策として「減塩・禁煙・脱肥満」という目標を掲げて

いらっしゃるかと思います。その中で、「禁煙」の部分ですけれども、ワースト

から数えたほうが早いですよね、福島県の場合は。その禁煙の施策につきまし

て、まず、県として、県庁さんとしての取組、もちろん県庁さん、敷地内禁煙

になってらっしゃるとは思うんですけれども、そこのあたりがきちんと守られ

ているのかというところが１つ。 

 あと、会津地方だけなのかよく分かりませんけれども、2020年の改正受動喫

煙法で、飲食店の喫煙が平米数によって、一定の平米数以下のところは表示を

することによって吸えるというようなことになっていると思うんですが、私の

肌感覚でいいますと、全くそういう表示をせずに、小さいところではあるんで

すけれども、表示をせずに普通に喫煙できる状況になっている飲食店がまだま

だ多くあるということを県として、例えば指導するですとか、そういったこと

はこれからされる予定はあるのでしょうか。 

 以上、その２点をお願いいたします。 

 県のほうからお願いします。 

 お世話になっております。私、総務部の総務課長をしております吉田と申し

ますが、まず、最初に御質問があった県職員の喫煙ということなんですけれど
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も、ちょっと詳細な資料は今は手元にないんですけれども、道府県職員の中で

も、やはり福島県職員の喫煙率は高くなっております。数年前の改正健康増進

法の中で受動喫煙対策というのがありまして、県も、県の本庁舎以外に各地方

の振興局、合同庁舎などありますが、その多くに喫煙所は外に、外来の方の迷

惑にならない場所、改正健康増進法で定められたルールの下、喫煙所というも

のがあります。実は喫煙所がなくなると、県職員が昼休みに近くのコンビニで

すとかに行くことがありますので、そういうことのないように、喫煙所を設け

ないのではなくて、改正健康増進法に基づいて迷惑にならないように喫煙所は

設けています。 

 それと、総務部のほうで、禁煙外来に通うという職員に補助金を出すような

制度もやっておりますので、そういったところと、職員の健康をつかさどる保

健師さんがおりますので、そういったところから職員に呼びかけはしていると

ころでございます。 

 お願いします。 

 保健福祉部でございます。飲食店における受動喫煙防止というような御指摘

かと思います。受動喫煙の防止につきましては、「ふくしま受動喫煙防止条例」

というふうな条例を設けていまして、健康増進法に準じた形で、お店の中で吸

う場合に表示をしてもらいたいと。ただ、健康増進法の中身かと思いますけれ

ども、努力規定として定めてはいるところなんですけれども、まだまだ浸透し

ていないというところが実態かと思います。引き続き周知・啓発に地道に取り

組んでいくというふうなことで、是非、県民の皆さんの広い御理解を得たいと

いうふうに思っております。よろしくお願いいたします。 

 よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。是非、周知だけではなく指導のほうもお願いできた

らなと思います。よろしくお願いします。ありがとうございました。 

 続きまして、リモートで参加の青砥委員、お願いしたいと思います。 

 ありがとうございます。青砥です。「暮らし分野」の防災の基本指標につい

て、御質問、御意見をしたいと思います。 

 「くらし分野」の究極の目標は何かといえば、命を守ることに尽きるかと思

いますけれども、先日のカムチャツカ地震で広い範囲に避難指示が出されまし

た。そして、この猛暑の中で、そもそも津波の被害だけではなくて、避難の途

中で災害関連死という形で被害が出てしまったことも現実味を帯びて、かなり

の県民の方が危機感を有したのではないかなと思っております。 

 そういったときに、現在の基本指標が、例えば、猛暑の中の自然災害という

ような、まさに複合的な要因で被害が出るような災害から県民の命を守るため

に、どういったものが必要なのかなというところをちょっと再検討していただ

いてもいいのかなというふうに思っております。 

 と思うのも、高校の地域探究等を支援させていただいておりますけれども、

県立高校で講演を依頼されましてしゃべることがたくさんあります。１学年ま

とめて話をするために体育館に行ったりするんですけれども、教室には冷房が



- 14 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三浦会長 

復興・総合計画課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三浦会長 

 

 

立谷委員 

あるんですが、県立高校の体育館には冷房が無かったりするんですね。これは

教育環境としても果たしてどうかという議論もあるんですが、教育庁の予算で

ないのも重々承知していますが、そこは人を育てるというよりも、地域の県民

の方の命を守るために、県営施設の空調・暖房、これは再検討しなければなら

ないようなことだと思います。高校の設備だから教育庁の予算なんだという話

ではなく、県立高校、県営施設の周辺地域の住民の命を守るためには、避難所

の環境をチェックする事業、よりもっと具体的に言えば、県立施設の避難所の

空調設備というものも検証していかなければいけないのではないかというこ

とを、改めて直近の地震に関連して思ったことですので、まさにこの会議とい

うのは、専門部署が縦割りで仕事を細分化してがんばろうというような話では

なく、大所高所から複雑な地域の課題を部局横断で議論していく場だと思いま

すので、こういった質問・意見をさせていただきました。どうぞよろしくお願

いします。 

 ただいまの質問についていかがでしょうか。 

 御意見ありがとうございました。今、青砥委員がおっしゃられましたように、

最近の異常気象をはじめ、様々な災害、震災のときもそうでしたが、複合災害

ということで、いろいろなことがたぶん関連してくるのだろうというふうに思

っております。 

 そういった中で、こういった総合計画、まさに県の最上位の計画であります

し、各部門につながって部門別の計画ができているというところになりますの

で、そういったところでしっかり各部局が連携して、どういったことに取り組

んでいくのかということをしっかり検討していく必要があるのだろうという

ふうに思っております。 

 全体的にはそういう形でいろいろな視点から検討を進めたいというふうに

思っておりますが、個別的な所は、危機管理部のほうでお願いできればと思い

ます。 

 危機管理部政策監の佐藤と申します。避難所の暑熱対策、避難場所における

暑熱対策でございますけれども、先日のカムチャツカ半島沖地震での津波警報

のときも、初めは体育館に避難したんですけれども、そこは空調が効かなかっ

たため、教育庁と連携して、空調の効いている教室に移動していただいて、そ

こで避難をしたという例もございます。 

 県のほうで作っている避難所運営のマニュアルがございますので、今回のカ

ムチャツカ沖地震の津波警報の事例を踏まえ、改めて避難所の暑熱対策をどう

するか、市町村も交えてしっかり検証・共有して、避難所運営の在り方にしっ

かり反映してまいりたいと考えています。 

 以上です。 

 よろしいでしょうか。 

 続きまして、同じくリモートで御参加の立谷委員からお願いしたいと思いま

す。 

 私、福島県の市長会長ですので、基礎自治体の立場から若干申し上げたいこ
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とがございます。この総合計画はどちらかというと総論なので、各論に踏み込

んだところも必要だろうと思うんですけれども、総論として全体的に一番の問

題は本県の人口減少なんですよね。それは県全体の問題を分析していきます

と、結局、我々基礎自治体の人口減少が積算されて県の人口減少になっている

ということになるわけです。 

 その人口減少を、相馬市として分析して考えていったときに、ちなみに、企

業誘致は順調に進んでいるんですよ。ところが、その企業に就職しようとする

新卒の相馬市の女性が少ないんですね。我々がやっている企業誘致というのは

どちらかというと工場ですから、女性の居場所にならないという大きな問題が

あります。 

 そういった意味で、この女性の居場所として、女性が県内にとどまれるよう

な、そういう方向性をもって考えていかなければいけないだろうと。結婚適齢

の年齢の女性が少ないということは、これは当然、そのまま人口減少につなが

ってくるということですから、そこのところを各論としてもうちょっとしっか

りしていかないといけないだろうと思います。 

 １つの例を申し上げますと、相馬市は看護学校をやっているんですよ。とこ

ろが、最近、看護学校の入学者、希望者が非常に減ってきているんですね。そ

の割に相馬の高等学校を卒業する女性たちは仙台の医療事務系の学校に行く

んです。これは、やはり教育の問題でもあるんですが、人生設計ということを

教育の１つの眼目にしないといけないと思うんですね。 

 ちなみに、都会の医療事務の学校に行くよりも、相馬の看護学校に行って資

格を取るほうが、卒業する若い女性の人生にとっていかにすごいいことなの

か、強力なことなのかということを先生方がしっかり教育していかないと困る

んですね。かつては相馬の看護学校に仙台から大量に入ってきたんですよ。仙

台の高等学校の女の子たちは、女の子というか、卒業する女性たちは、相馬に

行けば看護師の資格が取れるということで、仙台から常磐線に乗って大量に来

たんです。これではたまらんということで、私は、推薦入学制度を大々的に導

入しましてブロックしたんですよ。ブロックというと言葉が悪いかもしれない

けれども。にもかかわらず、やっぱり相馬の子どもたちが、女性、男性もそう

ですけれども、看護学校を希望する人が少ない。そのくせ事務系の学校に行く

人たちが多い。これはやっぱり人生設計という本当に基本的な教育が欠けてい

るのではないかということを非常に懸念しています。 

 それから、教育の問題なんですが、皆さん御存じかどうか知らないけれども、

福島県の子どもたちは差別を受けているんですよ。相馬市は原発の 12 市町村

には入っていないんですが、微妙にずれているんですが、やはり、相馬の子ど

もたちのためにずっと内部被ばくを調べてきているんです。 

 なんでこんなことをやっているかというと、全国民にアンケートをとると、

福島県の子どもたちは、将来、遺伝的に禍根を残すのではないかと、そのよう

に懸念する人たちが３割以上いるんですよ。これは差別につながるんです。相

馬市長としては非常に怒り心頭な現象なんですが、ここで、もう１つ考えなけ
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ればいけない問題がある。それは、福島県民自身が放射能に対してちゃんとし

た知識を持っているのかどうかということですね。子どもたちにおいても当然

そうなんですが、放射能の教育をいろいろな意味でやっているんですよ。副読

本を作ったりしながらやっているんですが、ただ、福島県民が放射能について

正確な知識を持っている人がどのぐらいいるのかというと甚だ疑問ですね。 

 ちなみに、福島県のある地方で、例えば、屋外線量計が古くなったから取り

替えなければいけないと。相馬市はもうそんなの要らないと言ったんですよ。

震災のときと同じように要らないと言ったんですね。ですが、やはり全部置い

てくれというところが多いです。その反面、うちは放射能は関係ないですとい

うか、線量を測っても問題ないですといいながら、線量計は全部置いてくれと

いうことを言うわけです。私は費用対効果を考えても、そこまで神経質になる

必要もないだろうと思うんですが、ただ、住民の皆さんをはじめ、そのことを

理解しない方が多い。 

 この問題については、国のほうにも随分言ってきたんですね。国民の放射能

に対する理解が少ないから、例えばベクレルとシーベルトの違いが分かる国民

が何人おるのかということを考えたときに、私は高校入試の問題で出してくれ

と言ったんですよ。ずっと言ってきたんです。実行してくれませんけれども、

そのぐらいやらないと。だけど、このことを一番しっかりと知識として持たな

くてはいけないのは福島県民だと思うんです。最初に福島県庁の職員がしっか

りとした知識を持ってもらわないと、あの時の原発の悲劇の原因の一つがそこ

にあると私は今でも思っているんですが、しっかりとした放射能教育を、これ

は副読本ぐらいではしょうがないので、高校入試で出してくれと随分言ってき

たんですよ。実行されてはいませんけれども、現実的に日本国民の３割が、福

島県の子どもは遺伝的に将来禍根を残す可能性があるということを考えてい

るという厳然たる悔しい事実があるんですね。このことはひとつしっかり踏ま

えておいていただかないと、福島県に人を呼び込むいろいろな施策が出ていま

すけれども、私は基本中の基本の問題ではないかと。 

 例えば、トリチウムの問題のときもそうでしたし、今は除染土をどうするか

という問題もありますけれども、こういうのは正確な知識、あるいはエビデン

スというものをどういうふうに解釈するのかという、そういう県民のリテラシ

ーに関わっているわけですね。そういった意味で、これをしっかりとしてもら

いたい。この２点ですね。 

 各論でいうといっぱいあるんです。我々市長会としては、各論としていっぱ

いあります。例えば、私のところには相馬港がありますけれども、実は相馬港

を使うとコストが高くなるのでトラックで横浜に運んだほうが安く済むんで

すよ。そうすると、港をうまく使っていかないと、産業界の問題も出てきます

から、物流の問題も出てきますから、ですが、そういう突っ込んだ議論という

のはあまりされていないんですね。相馬市の話で恐縮になってしまうんです

が、これはどこの基礎自治体も同じようなことが言えると思うんですね。もう

少し各論として突っ込んで議論していただきたい。 
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 その集大成として人口問題なんかが出てくるんですね。非常に危惧していま

す。さっき私、看護学校の話をしましたけれども、本当の一例にすぎないこと

ですから、こういう点で、大ざっぱな大局的な話も必要なんですが、各論とし

て突っ込んで、どうしたら人口減少が防げるのか、これは基礎自治体全てに共

通する問題ですけれども、トータルして総合的になると福島県全体の方針とい

うことになってきますので、ひとつ、その観点を強く踏まえて今後議論してい

ただきたい。 

 以上です。 

 ありがとうございました。実は福島大学で、県外から入ってきた学生と県外

出身の学生とで、そういった放射能、原発事故の知識に差があるのかどうかと

いうことを研究した方がいて、その結果でいうと、そんなに大きくは違わない。

大きく違わないことがいいことなのかどうなのかというのはあるんですけれ

ども、ただ、一部分においては県外の方のほうが正確な知識を持っていたりと

か、除染とかそういったことについては県内出身が多いとか、そういった知識

量というよりも知識の差があるといいますか、そういったことが明らかになっ

ております。 

 そのほか、もし、立谷委員の御意見について県のほうからありましたらお願

いします。 

 貴重な御質問・御意見、ありがとうございます。教育庁企画主幹の星と申し

ます。 

 最初の進路選択の話ですけれども、私も教員出身なので、学校教育をしてい

て、教員としての思いとしては、子どもたちが地元に愛着を持って残ってくれ

るとうれしいなと思うところがございます。ただ、その一方で個人の進路希望

がありまして、本人と保護者で相談して、県外に出ていく例もたくさんござい

ます。 

 県の教育庁のほうでは、生徒一人一人の状況に応じて、インターンシップの

推進とか進路アドバイザーの活用などをしながら進路指導をしているところ

ですけれども、今、頂いたような看護学校の魅力であったりとか、そういった

ところも学校現場のほうでしっかり伝えていければなというふうに思ってお

ります。ありがとうございます。 

 また、放射線教育ですね。副読本を作っていて、それ以上はというところは

あるんですが、理科の授業であったりとか震災学習の中で放射線の教育をして

おりますが、やはり震災から年数がたって、子どもたちも当時のことが分から

ないということが出てきたり、教員のほうも若手の教員は震災当時のことが分

からない者も増えてきております。 

 こういったところの震災の記憶の継承というか、そういったところも大切だ

なというふうに思っております。あらゆる場面を捉えてこういった放射線教育

をしっかりやっていかなければならないなと思っておりますが、併せて、県外

のほうにも放射線教育をしっかり続けていくように国のほうにも要望しなが

ら取り組んでまいりたいと思います。 
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 以上でございます。 

 ありがとうございました。よろしいでしょうか。県のほうからお願いします。 

 商工労働部でございますが、前半のほうで若者・女性の働く場ということが

ありましたけれども、委員御指摘のとおり、相馬市だけではなくて、福島県全

体としてこれまで工場を中心に誘致をしてきたということがあります。 

 こうしたことから、昨年度なんですが、福島大学公表資料によると、県外に

就職した方の多い業種というのがありまして、１番多かったのが情報通信業、

２番が製造業、３番が学術研究、専門・技術サービス業ということで、具体的

にはサプライチェーンですとか、コンサルティング会社、広告業、こういった

ところが多かったところであります。 

 こうしたことから、今までは立地補助金などで工場誘致が中心だったのです

けれども、今年度からは女性活躍オフィス立地促進事業というものを実施して

おりまして、情報通信業、製造業などのオフィスを新設して若年女性を雇用す

る場合に、その人件費とかオフィス賃借料を助成する事業を始めましたので、

今後、若年女性の県内留保を促進していきたいと考えております。 

 以上です。 

 よろしいでしょうか。リモートで御参加の坪井委員、よろしくお願いします。 

 立谷委員がもう一度手を挙げているんですけどいいですか。 

 ちょっとしゃべらせて。 

 簡潔にお願いします。 

 ひと言いいますけれども、今、会長が、本県の学生と他県の学生の放射能に

対する理解があまり変わらんとおっしゃったけれども、それが問題なんです

よ。本県の県民、学生も当然、原発立地県ですから、そこはしっかりと分かっ

てないといけないんですね。県庁職員はもちろんそうです。学生もそうです。

福島大学の学生も県内者と県外者の放射能の理解があまり変わらないという

ことは、私、大いなる問題だと思いますので、ひとつ御指摘させていただきま

す。 

それにつきましては、かなり危機感を持っていまして、その後、年次ごとの

データも出しているところでございます。 

 それでは、続きまして坪井委員からお願いしたいと思います。 

 ありがとうございます。ちょうど今、立谷委員が発言された中で、その前段

のところで、福島県の看護師あるいは准看護師の養成所、特に准看護師の養成

所が、県で７施設、医師会立の養成所があるんですけれども、本当に存亡の危

機になっております。厚労省医政局は、今後も看護師、准看護師、２つのチャ

ンネルで看護の教育制度を堅持するということを明言しておるので、看護学科

だけではなくて、准看護学科の充実も当然必要なわけです。若い人材、すなわ

ち、2027 年度から 18 歳の人口の激減フェーズに入ってくるのは周知の事実で

あって、その人たちをいかに実効性のある策をもって、県内に留めたり、ある

いは医療職に組み込むかということが重要であるわけです。 

 ですから、特に准看護師の養成所は存続にかかわる合理化対策ということ



- 19 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 部 

 

 

坪井委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で、我々県医師会としては、毎年、県に対して要望事項というのを、重点事項

と重点事項以外の事項ということでいくつか提出させていただいて、今年は８

月 27 日に県医師会館に集まっていただいて要望書を提出いたします。今申し

上げた准看護師の養成所の存亡にかかわる合理化対策支援というのを医療人

材対策室に対して要望することになると思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 次に、質問というか意見ですが、先ほど鷲尾委員からの質問に対する県の回

答で、禁煙外来、たばこを吸う人を禁煙外来に誘導する方法として補助を出し

ていますということをおっしゃられた。これは私も知っています。では実際、

どのくらいの方々が、例えば 2024 年度でも結構なんですが、その制度を利用

して禁煙外来を受診されましたでしょうか。実数は分かりますか。 

 というのも、郡山市の市職員と教職員に対するアンケート調査を先代の品川

市長のときに行っていて、それを私のほうに全てデータを頂きました。そうし

ますと、郡山市職員の 40 代、50 代の職員というのは、ほとんど向こう半年間

でたばこをやめる気はないということを明言しており、なおかつ、自由記載の

ところで、たばこを吸っている人にも市民権を与えろ、多様性の時代なんだか

らこんなこといいじゃないか、というふうに書いてくれているわけですよ。そ

んな気持ちを持っていては、禁煙なんてとてもおぼつかないわけです。一方で、

20代、30代の方々が新しく喫煙を始める人は確かに減ってきている。 

 鷲尾委員がおっしゃったように、今、福島県の喫煙率はワースト１位です。

したがって、たばこに関係した病気、脳血管疾患であるとか心血管疾患の死亡

率も１位であり、なおかつメタボリック率もワースト４位なんです。これはこ

の前の審議会でも申し上げましたけれども、ということで、実際、禁煙外来に

来られる方々はどのくらいいらっしゃるんでしょうか。 

 総務部です。今、委員から質問があったんですが、手元に詳細な資料ないの

で、これはあとから担当課のほうから企画調整部のほうにお知らせして、委員

の皆様にお知らせする形でよろしいでしょうか。 

 はい。分かりました。それで、先ほどちょっと申し上げた県に対する令和８

年度福島県からの事業要望事項項目の重点事項の中に、「喫煙率低下を長期目

標としたたばこ関連問題対策の継続強化について」という要望事項もありま

す。ですから、この事業はどちらに要望するかというと保健福祉部です。保健

福祉部のほうに要望いたしますので、しっかり見ていただいて実効性のあるこ

とをやっていたく。あるいは来年度予算立てもしていただきたいというふうに

思っております。 

 それからもう１つ、検診事業に関してです。この総合計画の中では、前回も

申し上げましたけれども、かなり高い目標値で、がん検診の検診率を上げよう

とか、特定健診の健診率を上げようという目標値を掲げている。これは確かに

いいことなんですけれども、先週の日曜日に山形県にちょっと行く用事があり

まして、日曜日の地元紙を買ったところ、１面に、本県、つまり山形県の検診

受検率全国１位を堅持したと書いてあった。要するに、協会けんぽの 2024 年
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度の被保険者の検診率が 12年連続、被扶養者は 15年連続で全国１位を維持し

たという記事がでておりました。 

 その背景には、企業の健康経営に対する意識の高さを挙げていました。その

中で、「健康経営優良法人 2025」という中で、山形県の認定数が 384 法人、県

内であって、そういった方々の企業を挙げての健康に対する意識の高まりが、

結果的にはこの検診率を高めていくような論調だったんですけれども、福島県

内では、例えば「健康経営優良法人」というものに認定しているのはどのくら

いあるんでしょうか。要するに、企業を挙げての健康に取り組む姿勢を表して

いる企業というのはだいたいどのぐらいなんですか。「健康経営優良法人」とい

うのがあると思うんですけれども、これは多分御存じだと思います。これの認

定企業数はだいたい県内でどのくらいなんでしょうか。 

 では、県のほうから御回答をお願いしたいと思います。 

 保健福祉部でございます。いつも大変お世話になっております。先ほども頂

きました医師会としての重点要望ということで、看護学校の充実に関する医療

人材対策室への要望ということと、たばこの喫煙率低下に向けた取組というふ

うなところで、健康づくり推進課にお伝えしたいと思います。しっかり対応し

ていきたいと思っております。 

 今ほどの健康経営に関するデータですが、すみません、こちら手元にござい

ませんので、後ほどお伝えしたいと思いますけれども、本県でも企業さんで職

員の方々の健康に配慮するというふうなところを推進していただくために、今

年度新たな取組として、伴走支援ですとか禁煙支援の取組を始めたところでご

ざいます。少しずつ増えていっていければというふうに思っておりますので、

御指導のほどよろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。最後に確認をします。先ほど申し上げた 2025 年

度の県に対する事業要望項目として、８月 27 日の夕方に県医師会でお話をし

たいと思っております。その中には、先ほど申し上げた福島県内医師会立准看

護師養成所の存亡に関わる合理化対策の支援について、それからもう１つは、

喫煙率低下を長期目標としたたばこ問題対策の継続強化について、各種がん検

診の充実・強化、及び読影医（師）の養成に係る支援について、あるいは、医

師・看護師と医療従事者の確保の推進についてという、この４項目に対しては、

かなり重点項目として県のほうに医師会として要望事項を提示いたしますの

で、是非、担当の方々はこの時にお聞きいただいて対応いただきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 ありがとうございました。すみません、質疑応答・意見交換の時間がそろそ

ろ終盤にさしかかってまいりましたので、大変申し訳ないですけれども、私の

ほうで冒頭に申し上げましたとおり、お一人の御質問・御意見の時間を２分程

度とさせていただきますので、改めてよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、先ほどお手を挙げていただきました渡邉委員お願いします。 

 商工会連合会の渡邊です。私は商工会のほうをやっているので「しごと分野」
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なのかなというふうに思うんですけれども、その中で、ちょっとお聞きしたい

のは、仕事というと高度産業というか、農業もありますし、商工業もあるんで

すが、それについては政策上には導入されているんでしょうか。具体に考えて

やっていただいているんでしょうか。 

 というのは、商工会というのは、商工会議所さんもありますので、商工会議

所さんはどちらかというと都市部ですね。市のほうに設置されて、我々商工会

というのは町村部、実際は市にも設置されていますけれども、どちらかという

と町村部、小さな自治体のほうに設置されている組織なんですけれども、現実、

一番大きな問題というのは、立谷市長もおっしゃっているように人口減少だと

思うんですね。 

 そこで、我々に何ができるかというと、雇用をしっかりと確保していくとい

うことで、行政がこういう誘致等やっていただけるというお話がありますけれ

ども、やはり、我々がやっていけることというのは、できることならば地場産

業的なものをしっかりと守っていく、または新たにつくっていくことだろうと

思っておるんですけれども、そうなると、農業も当然、地方では基幹産業にな

りますので、我々商工業と農業というのは一体と考えて政策を打っていただけ

るような方向性を持っていただきたいなと思いますので、そのへんで意見を申

し上げたいなと思ってございます。よろしくお願い申し上げます。 

 どうぞ。 

 ありがとうございます。人口減少という中で、やはり若い人もそうなんです

けれども、それぞれが就職先というところをよく考える際に、商業だけ、農業

だけというふうになってしまうと、我々、中小企業の魅力含めていろいろな発

信をさせていただいているんですけれども、県民の皆さん、どこに興味を持っ

ているかというのはそれぞれだと思っています。 

 そういった中で、１つは、我々のほうで人口減少の中で、部局横断的にいろ

いろ事業を検討しているんですが、その中で「しごと」に関するプロジェクト

チームを持っておりまして、やはり商業だけとか農業だけというわけではなく

て、やはり一体的に捉える必要があるだろうということでの議論というのはし

ているところでございます。一緒にどこまでという部分はどうしても出てきて

しまうんですが、発信は一緒にできるといったような、そういったところも含

めて、今まさに議論をしているところでございますので、そこに関しては連携

をとって進めていければなというふうに思っております。 

 私、商工会の並びで言うのも何なのですけれども、当然、農商工連携であっ

たり地域産業というのは、一体となっている、そういう部分もあるのだろうな

というふうに思っているものですから、地域を守るという意味では、やはりそ

ういった方向性の中で進めていただいて、我々商工会としても、大きい団体で

すので、個人差はありますが、違う立場の中で地域を守っていくということを

考えていかなければならないというふうに思います。我々もやはりやっていく

んですけれども、そのためには政策的にそういったところに取り組んでいただ

ければなというふうに思っております。よろしくお願いします。 
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 ついでにというのは申し訳ないですけれども、政策的には中山間地域は守る

のか捨てるのかどっちなんでしょうか。 

 福島県は、中山間地域が相当広くあります。今年３月に「ふくしま創生総合

戦略」を作成させていただきましたが、その中でも、しっかり項目立てをして

「過疎・中山間地域の振興」ということで位置付けさせていただいております。

そこはしっかり主体的に取り組んでまいります。 

 費用対効果では難しいところもあると思いますが、中山間地域をしっかり守

っていきながら、地域が活性化していくだろうというふうに、私はそういうふ

うに思うものですから、ひとつよろしくお願いしたいと思います。 

 以上です。 

 ありがとうございました。では、そのほかいかがでしょうか。 

 連合福島の澤田と申します。私は要望ということで発言させていただきたい

と思います。 

 今年の春闘は御案内のとおり近年にない高い水準の春闘結果になりました。

県内で 4.94％の引き上げ率になりまして、それを受けて、今週月曜日の最低賃

金の引き上げが執行されたということであります。福島県も今週末から福島県

の最低賃金の議論が始まるというふうに予定をしておりますけれども、改め

て、先ほど人口とか、就職の話もありましたし、企業の話もありましたので、

私としましても、賃金が上がる状況においては、継続して賃上げがあって、さ

らにそれに比例する物価があるという社会を目指す上では、しっかり賃金を上

げる、上がる環境については、引き続き県においてもしっかりとした、特に中

小企業さんへの支援策、独自施策も含めて、強くリーダーシップを発揮しても

らいたいなと思います。これはひとつ要望であります。 

 さらに、今年の賃上げも、一部には価格転嫁が進んでいないこともはっきり

しておりますので、これはパートナーシップ構築宣言に基づく各団体しっかり

連携をとって、福島県においてもしっかりとした価格低下が各業界、すべての

業界においてできるような体制づくりを、やはり県のリーダーシップを発揮し

ていただいてやっていただきたいと思います。 

 関連して申し上げれば、地方版政労使会議があると思いますが、知事がトッ

プになっていると思いますが、ここで、やっぱり福島県としてのメッセージ、

これをしっかり確認して発信することが、やはり福島県で働く方にとっての強

いメッセージになりますし、企業さんへの支援策にもなってくるのかなと思い

ますので、そういうような取組を要望として上げておきたいと思います。 

 商工労働部です。ありがとうございます。今ほどお話ありましたけれども、

委員御指摘のとおり、今週月曜日、最低賃金法が中央最低賃金審議会のほうで

値上がりとなりましたので、福島県も恐らく 1,000円を超えるというふうにな

ってくるかと思います。 

 そうした中で、今、御指摘がありましたとおり、価格転嫁なんですけれども、

こちらのほうは商工団体と連携しまして、パートナーシップ構築宣言をこれま

で宣言していただいているのですが、今年の６月（10日）時点で県内での宣言
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企業が 545社になっております。こうした企業をどんどん増やしていきまして

適正価格転嫁をこれからも進めていきたいと思います。 

 かつ、最低賃金が上がったことによりまして、一方で、中小企業のほうが疲

弊したら困ってしまいますので、中小企業に関してましてはこれまでもなんで

すけれども、ひとつが、経営支援プラザですとか商工会、商工会議所さんの経

営指導員などを含めまして、しっかり経営相談・サポートをしていくとともに、

県の制度資金もありますので、経営相談と資金繰りの２本柱でしっかり進めて

いきたいと思います。そこで、今後、賃金、物価の上昇は避けられないと思い

ますけれども、しっかりと中小企業を支えていきたいと思っております。 

 以上です。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、佐々木委員からお願いします。 

 新任の佐々木と申します。普段は人口 5,400人の西会津町に暮らしておりま

す。まさに中山間地域で暮らしている者の１人として御質問と御意見を一緒に

お伝えしたいと思っております。 

 「ひと分野」と「暮らし分野」にまたがると思うんですけれども、「福島なら

ではの教育の充実」と「過疎・中山間地域の持続的な発展」に関して、今年の

冬、福島県会津地方は災害救助法が適用される豪雪がございました。その際、

西会津町の高校生は、磐越西線が 10 日間不通になりまして、そもそも学校に

行けないというような事案が発生しました。 

 その際、地元の高校生と話をした際にですね、そういった冬の交通の災害を

含めて、朝早く、西会津ですと喜多方とか会津若松に通学するんですけれども、

それ自体がすごく苦痛になっている子どもたちが一定数存在するということ

が話としてありました。どうしても西会津町だと中山間地域の高校は統廃合が

進んでおりまして、偏差値もなかなか上がらないので、どうしても子どもたち

は会津若松とかに行かざるを得ない。中学校までは義務教育の名の下に学校が

スクールバスを出して子どもたちを送迎しますけれども、高校生になった時点

でその支援、サポートからどうしても外れてしまうというような状況が生まれ

てきます。 

 親御さんが、雪の時だったり、子どもたちが遅刻をしてしまった時に送迎す

る部分が非常にハードルが重くなっていまして、それを踏まえて、高校生にな

った時点で、西会津ですと新潟市に引っ越そう、あとは、会津若松だったり郡

山に引っ越そうというように、高校生の段階で中山間地域から人口が流出して

しまうという課題があると感じております。 

 福島県にお聞きしたいのは、今後、こういった課題が続いていく中で、高校

生の皆さんにとっても、中山間地域の通学支援でしたり、民間と行政が手を取

り合って、どのような施策が対応してくれるかということについて、御意見や

現状をお伺いできればと思います。よろしくお願いいたします。 

 では、県のほうからお願いします。 

 教育庁でございます。この冬は本当に雪がすごくて、会津若松市内の高校生
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もなかなか通えなかったと聞きまして、大変だったかなと思います。県立高校

の統廃合も進んでおりまして、会津の学校でも起きていることではあるんです

が、御存じと思いますが、やはり学校が統合されて通えなくなってしまう子ど

もが出てくるということは我々も危惧しておりまして、そういった地域におい

ては、望ましい高校の数としては、学校規模として、１学年２学級～６学級と

いうところを基準にしているんですが、１学級でも残しておくという特別な措

置をしておりまして、そういった学校も少しずつ増えているところでありま

す。 

 子どもたちの学習機会の確保というところでは、私たちも十分に確保してい

かなければならないと思いますので、今後、追加支援を打ちながら施策を進め

てまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

 ありがとうございます。 

もし１学年残す場合には、特色ある学級づくりみたいな部分に関しても目を

向けていただければと思います。ありがとうございます。 

 ありがとうございました。 

 続きまして、御意見・御質問等があればお願いしたいと思います。 

 資料の 105ページ目、雇用労政課の管轄になるかと思うんですけれども、要

望が１点、それから情報共有ということでお話しさせていただきます。 

 就職等に関して、高卒の就職、それから大卒、専門卒、中途のＩターン・Ｕ

ターンに関して、学生さん、それから、福島県に戻ってこようと思っている方

の御意見を聞くと、就職サイトとか県内企業の情報が一括管理されているとこ

ろのサイトが少なく、情報がすごく取りにくいというお話をよく聞きます。 

もちろん、県でも取組がありますし、各振興局でもいろいろな取組がされてい

て、いつもとてももったいないなというふうに感じているので、是非、情報の

一括管理というか、入り口をまとめていただけたら、今後、学生さんにもすご

く有効的に使えるかなという要望です。 

 それから、就職にまつわることなんですけれども、情報共有として、人材確

保が難しいという意見が県内でも多く聞かれるんですけれども、一方で、その

中でも人材確保ができている企業さんが中にはあります。その特徴としては、

やはり、企業側も待ちの姿勢ではなくて、企業側が積極的に動いているという

状況があります。なので、企業側としては、就職活動に力を入れている学校側

の御意見とか、それからＩターン・Ｕターンの御意見とかを企業さんと共有で

きる、そういった情報の場があるといいなと思っています。なので、企業も、

実際、積極的に動いていかなければいけないなという反省点を込めて情報を共

有させていただきます。 

 以上です。 

 ありがとうございます。御意見ということでよろしいですか。それでは、現

在のところ、リモートの西﨑委員と、あとは、会場では２人の方が挙手されて

いますけれども、この方でこの時間は区切らせていただいてよろしいでしょう
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か。すみませんが、私の進行がまずくて時間が若干超過しておりますので、そ

のようにさせていただきたいと思いますのでよろしくお願いします。 

 それでは、会場の方で挙手されていた丹野委員お願いします。 

 丹野です。「暮らし分野」で、冒頭、部長が挨拶の中で人口減少対策に最も力

を入れていくという話がありました。その中で、移住者数は目標を達成して、

たぶん過去最多を記録していると思います。移住相談者数も過去最多を記録し

ているというので県が強調しているところがある。それから、観光客入込数、

これも震災前に迫る勢いで増えているという発表があったと思います。 

 これは県の施策・取組を評価できると思う反面、では、過去最多を記録して

いる観光客数の伸び率はすごい勢いで増えているということについて、手放し

で喜べるのかなというところがあります。移住者数の伸び率からいけば、都道

府県で考えれば、福島県は過去最多を記録しているのかもしれないけれども、

ほかの都道府県と比較したら移住者数はどうなのかというところが見えてこ

ないところがあります。 

 それから、観光客入込数だと、これは増えるのは目に見えているのは、令和

６年度の実績値ですけれども、令和７年度はプレＤＣがある、８年度は本番の

ＤＣがあるとなれば、増えるのは見通せると思うんですよね。これは、インバ

ウンドもあって、やっぱり福島県のインバウンド、外国人の訪日客が増えてい

る。では、ほかの都道府県に比べればどうなのかなというところが若干疑問に

微妙に感じるところです。なので、福島県だけで比較するのではなくて、ほか

の都道府県、それから観光客の入込で成功している県など先進地の事例を研究

していくべきではないのかなという私の意見です。 

 以上です。 

 事務局からあればお願いします。 

 ふくしまぐらし推進課でございます。私ども、移住者数のことについてお答

えいたしますけれども、他県の状況ということでございますが、実は移住者数

におきましては全国共通の定義がないという状況でございまして、都道府県ご

とに定義が異なっている状況がございます。そのため、完全に比較できるもの

ではございませんけれども、ただ、私のほうでいろいろ確認した中では、長野

県、人口 200万人いますけれども、こちらの移住者数が 3,447人ということで、

本県とだいたい同程度となっているのかなというふうに感じております。 

 それ以外は、全国につきまして、ホームページ等で過去５年間の実績を公表

しているものを私ども探したことがあるんですけれども、16都道府県の結果を

見つけることができました。定義が違うところはあるんですが、そちらも年度

ごとに増減がありつつも、５年前と比べるとどこの都道府県も増加していると

いう状況でございまして、全国的に移住に関しては関心が高まっている動きが

出てきているところかなと感じております。 

 お願いします。 

 観光交流局ですが、観光客の入込数、それからインバウンドというお話があ

りました。観光客の入込数につきましては、平成 22年、いわゆる東日本大震災
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前の水準は、入込数は 5,700万という数字がありまして、ようやく令和６年に

その数字が戻ってきている状況にありまして、ただ、県内各地域を見ますとば

らつきがありまして、やはり浜通りも後れている状況があります。 

 一方で、県北地域、特に道の駅とか新しい施設ができたところは非常に人気

スポットになっておりまして、県内各地に新しくできている道の駅は、そこを

観光、それから買い物を目的として来ている人もいますので、そういう地域は

増えているという状況にあります。 

 御存じのとおり、今年はプレＤＣ、来年は震災 15年の本番ＤＣ、そして、そ

の次の年がアフターＤＣということで、観光振興にこの３年は力を入れてまい

りますので、特に浜通りの交流人口の拡大、それから、「ホープツーリズム」と

いう新しいテーマを私どもが掲げて、震災の地を見ていただいて、そしてそこ

で学んでいただいて希望を感じていただくような取組をしておりますので、そ

ういったこともしっかりやっていきたいと思います。 

 また、インバウンドのお話もありました。インバウンドにつきましては、昨

年は、宿泊数で申し上げますと、約 30万人泊ということで、これは過去最高を

記録しておりますが、ただ、全国から見ればまだまだ低い状況であり、また、

東北各県と比較しても、福島県は上から見て４番目という状況であります。 

 御存じのとおり、震災前は福島空港から上海・ソウルに国際定期便が飛んで

おりましたが、12年間運休状況が続いており、昨年１月から台湾のチャーター

便が週２便で福島空港に定期的に訪れるようになりました。その甲斐がありま

して、約 30万人のうち、台湾の観光客が 15万人ということで、台湾からのお

客様が多いという状況であります。やはり、台湾については直行便があるとい

うこともありますし、今、東北地方に直行便がつくりはじめられておりますの

で、そういった制度を生かしながら、しっかりインバウンドのほうも進めてい

きたいと思っております。 

 以上です。 

 ありがとうございます。よろしいでしょうか。 

 それでは、西田委員からお願いします。 

 ありがとうございます。２点あるんですけれども、もし可能でしたら１つだ

け述べさせていただいて、他に御意見あると思いますので、メール等で後で見

させていただければと思います。 

 １点だけ、手短に申し上げます。参考資料の１－１の「政策分野別主要施策

評価調書」の「暮らし分野」の政策１の「復興・再生」で、施策３ということ

で、通し番号でいいますと、参考資料の方の 60ページ目になりますけれども、

避難者の生活再建に関するものがございます。 

 これは、私としては要望なんですけれども、主な事業として①②③というふ

うに並んでおりまして、そこの対応方針に関することなんですけれども、避難

者支援というのは、入居者間で世話役の人がおられたり、入居者同士で担って

おられて、地域住民のネットワークを含めてですけれども、そういったところ

で担っておられて孤立等を予防している面というのが見られております。 
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 こちらが、主に①に関する部分になるかなと思うんですけれども、それと同

時に、専門処理的な支援ということで、③のような形で交流・相談事業という

ものが行われているわけです。どちらも両輪でやっていかなければならないこ

とだというふうに思っておりますけれども、③のほうが「中長期的に継続して

いく必要がある」というふうに書かれておりますけれども、①のほうにはそう

いった表現はなく、少し書き方が違うかなというふうに思いまして、取り組み

方にこれから差が出ていくのではないかというような危惧を持っております。 

 高齢化とか賠償に関連したコミュニケーション不全とか、入居者の多様化と

いうところで、入居から時間が経過して、避難者の皆さんの状況が改善してい

ないという面が見られておりますが、今後、地区総会のような形で地域に定着

して暮らしていっていただくということも重要だと考えて、①に関連するとこ

ろにつきましても中長期的に住民の皆さんのエンパワーメントをやっていく

必要があるではないかというふうに考えておりまして、是非、両輪としてお考

えいただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 県のほうからコメントはございますでしょうか。お願いします。 

 避難地域復興局の本多と申します。御意見のほう、本当にありがとうござい

ます。 

 ただいま委員のほうから御意見を頂きまして、復興公営住宅においては、住

民同士で支え合いとか孤立防止に係る取組をしているところでございますが、

県といたしましては、コミュニティ交流員を設置しまして、これまで復興公営

住宅の自治組織を設立できるように支援したり、自治組織が設立した後に運営

が継続できるよう支援してまいりました。 

 復興公営住宅の９割に当たる公営住宅で自治組織が設立されておりますけ

れども、残念ながら残り１割はまだ自治組織が設立されていないところがあり

ます。これは、高齢化が進んでいて自治組織の担い手になる方がいなかったり、

様々な要因がありますけれども、我々といたしましては、入居者の方の孤立化

防止、入居者同士の交流、入居者と地域住民の方々との交流が非常に重要だろ

うと考えておりますので、今後も引き続きそういったところは支援してまいり

たいというふうに考えております。 

 それと、入居者の中には、やはり福祉的な支援を必要とするという方なども

いらっしゃいますので、社会福祉協議会等々、関係機関と連携をとりながら支

援を継続してまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、最後になります。リモートで御参加の西﨑委員、どうぞよろしく

お願いします。 

 お時間ない中、ありがとうございます。お話ししていた施策３のところで１

点あったので、その流れでお話しさせていただこうかと思います。改めて、一

般社団法人ならはみらいの職員をしています西﨑と申します。楢葉町におりま
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す。 

 実は私の組織の道路を挟んで反対側に復興公営住宅がありまして、日頃から

災害復興住宅の課題について、ちょっと大きな課題を感じていまして、その点

を２点、失礼します。 

 先ほどの県の皆さんからお話の中で、自治組織が設立されていないところが

少しあるということだったんですが、もしかすると郡内に、避難を余儀なくさ

れたところにつくられた住宅の割合が高いのではないかと勝手に想像してい

ますが、楢葉町の入居から７年たっていて、高齢化はもちろんですけれども、

少し複雑な問題があると思っていまして、というのは、もともと震災前に住ん

でいた地区への帰属意識があるというところがちょっと状況を複雑にしてい

るのではないかなというふうに思っています。町内の行政活動を再開しつつ

も、住宅の中の自治活動だけが置いてきぼりになっている、宙に浮いているよ

うな状況になっています。 

 今、見ている限りだと、コミュニティを支援するような方がいらっしゃらな

いようなので、その分、郡内に特化してもう少し支援ができるとよいのではな

いかと、推測なんですけれども、考えています。早めに着手しなければ、どん

どんつくりづらくなってくるのではないかと思っていて、その部分、重点を置

いていただけたらよいのかなということです。 

 あと、２つありまして、私は２児の母なんですけれども、政策２の施策２、

子育て関係のことなんですけれども、この辺の指標を測るところで、「福島県で

子育てを行いたいと回答した県民の割合」という意識調査の結果が指標の一つ

になっているかと思うんですけれども、質問としては、この意識調査の対象者

について、どこかに書いてあったかもしれませんが、教えていただきたいです。 

 子育てをする前に、福島県で子育てをしたいとか、子育てにおいてどんな問

題があるかとか考えることはなかなか難しいかなと思うので、指標としてここ

が本当に適しているのかというのは、今まで疑問に持たなかったんですが、ち

ょっと気になったところでした。 

 なかでも、意見なんですけれども、「保育の充実」というのが「保育所入所希

望者に対する待機児童数の割合」というところが未達成というふうに書いてあ

りますが、ここの指標分析のところにも、「処遇・賃金の改善、業務負担の軽減

等」が必要だというふうに書いてあるんですけれども、その辺の取組がまだあ

まり明確ではないかなというふうに感じています。 

 楢葉町は小さな町で、もともと核家族というのがスタンダードになってきて

いるので、１歳から保育園に入れる、０歳から保育園に入れるというのは今は

普通になってきているので、その辺を手厚くしていく部分は小さい市町村であ

っても重要だなというふうに思っています。 

 「支援制度の充実」とありますが、社協さんであったりファミリーサポート

だったりとか、子育て支援サービスなんかもあると思うんですけど、結局子育

て支援サービスも保育園の先生がやってらっしゃるので、人手不足の中ではな

かなか厳しいというのと、ファミリーサポートや地域の方々が見てくださるん
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ですけれども、ここも先ほどの問題と共通するのが、心の問題が結構あって、

まだ意識的に地域の方に子どもを預けるとか、そういうところがどう見られる

んだろうと。「母親なのに」とか、そういうのが気になってどうしてもそのサー

ビスが使えないとかというのが本当の根本的な問題なのではないかというふ

うに考えると、そういったサポート制度を整えることも大事なんですが、やっ

ぱり、今ある人材確保とかっていうところにより力をしっかりと入れていかな

いと、なかなか難しくなっていくだろうなというふうに感じました。 

 最後、もう一言だけ。政策５の施策２なんですが、移住・定住についてです。

私も震災後に移り住んできた者なんですけれども、指標について、移住者数は

ちょっと分からないんですけれども、定住率を測る指標がもっと必要なのでは

ないかと思っています。移住支援金等もあるので多くの方がいらっしゃってい

るのは肌で感じているんですけれども、転出される方も一定数いることも肌で

感じています。 

 その部分、ちゃんと定着しているか。その部分をちゃんと数字で伸ばしてい

るかによって、地域の姿勢が変わっていくことがとても大切で、そのための事

業が必要になってくると思いますので、定住率を測る指標というのは、今のタ

イミングではないかもしれないですけど、どこかで必要になってくるのかなと

感じました。 

 すみません。盛りだくさんになってしまいました。よろしくお願いします。 

 それでは県のほうからお願いします。 

 避難地域復興局でございます。最初に御意見を頂きました、楢葉町の災害公

営住宅でのコミュニティの関係なのかなというふうに考えております。私が先

ほど申し上げました自治組織の設立状況については、県で設置した復興公営住

宅の状況で申し上げましたが、おそらく、委員おっしゃったのは、町で設置し

ている災害公営住宅のことなのかなというふうに想像いたしますが、おそらく

似たような状況にあるのだと思います。それぞれの町村で災害公営住宅を設置

しておりますが、そもそも住まわれていた地域が違うというようなところで、

なかなかコミュニティがうまくいかない、人間関係がうまくいっていないとこ

ろもひょっとしたらあるのかなと思っています。 

 災害公営住宅だけではなくて、避難を強いられた市町村においては、避難が

長期化してしまったというところで、帰還してもなかなか従前のようなコミュ

ニティに戻らない。あるいは、移住者の方も増えていますが、移住者の方とも

との地域住民の方のコミュニティの構築が難しい、そういった御意見を地域の

方々から我々も聞いておりますので、今後はこういったコミュニティの再構

築、あるいは、そういった希薄になったところの交流が促進するような、そう

いった支援を県として取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 では、お願いします。 

 こども未来局でございます。御意見ありがとうございます。社会全体で子育

てを支える仕組み、あとは子育て支援関係でも御質問がございました。 
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 子育て支援の関係でございますけれども、まず、一義的に住民に最も身近な

存在であります市町村さんのほうにおいて、実情に応じて様々工夫を凝らしな

がら、住民の皆さんに寄り添った施策を展開していただいているというふうに

承知をしております。 

 その上で、県の取組を御紹介させていただきますと、市町村の取組を支援さ

せていただくということとともに、市町村が単独では取り組むことが難しい課

題ですとか、あるいは広域的に取り組んだほうがより効果が出るような事業、

こういったものについては、市町村の理解、そして御協力いただきながら、県

のほうで取り組んでいるところでございます。 

 県の具体的な取組になりますと、委員御案内かと思いますけれども、安心し

て子育てできる環境づくりに向けまして、保育所等の整備を支援して保育の受

け皿を確保する。そして、御指摘がありました保育人材の確保に努めておりま

す。 

 いくつか御紹介させていただきますと、保育士養成施設の学生に対する修学

資金の貸付ですとか、県外におられる保育士の移住促進とか、あるいは潜在保

育士の再就職支援、こういったことをさせていただいております。 

 あと、大事な中身としましては、保育の質の向上も大変重要なポイントにな

ってきますので、職員における悩みに対応するために臨床心理士等を派遣いた

しまして、現在、増えてきているというふうに伺っておりますが、特に配慮を

要する児童への対応力の向上ですとか、巡回相談による保育士の方が抱える悩

みの解消、あるいは職場環境の改善、こうしたことに取り組んでいます。引き

続き地元の市町村、あるいは関係団体としっかりと連携をとりながら、本県で

安心して子どもを生み育てられる環境づくりに努めてまいります。 

 あと、御質問のありました子育て関係の意識調査でございますけれども、こ

ちらは、本局単独の調査というよりは、県民の世論調査で行っておりますので、

そちらの担当課のほうに確認した上でお答えさせていただければというふう

に考えております。 

 こども未来局からは以上でございます。 

 では、お願いします。 

 ふくしまぐらし推進課でございます。定住の指標についてということで御質

問いただきましたけれども、定住・定着の指標につきましては何度か御意見い

ただいているところではあるんですが、まず、物理的になかなか捕捉が難しい

というところがございます。やはり、移住者によっては、いつまでも移住者扱

いされるのがいやだというふうにおっしゃっている方もいらっしゃいまして、

そういったいろいろな方がいらっしゃる中で、「この方は移住者だ」という区別

をして５年 10年と追っていくのが適切かというような問題もございますので、

こちらについては慎重に検討していきたいと考えております。 

 それから、移住・定着に向けた支援ということでございますけれども、こち

ら、今も振興局ごとに移住コーディネーターを配置しておりますが、そちらの

ほうにおいて移住者に対象とした交流会であったり、それから、移住後も継続
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して相談対応なども行っておりますし、あと、昨年度からは新たに定住の支援

を行っている民間団体の皆様の情報を集約しまして、県のホームページに順次

掲載しております。また、支援を行う市町村の担当者向けの研修会を開催しま

して、そういった定着支援に向けた活動を行っているところでございます。 

 引き続き地域の皆様と一体となって、そういった定着に向けて取り組んでい

きたいと思っております。 

 以上です。 

 ありがとうございました。皆様方、貴重な御意見ありがとうございます。 

 ここで、既に終了予定時刻を超過しておりますけれども、意見交換の場は終

了とさせていただきたいと思います。本日発言できなかった方、また、言い足

りないという方もいらっしゃるかと思いますが、時間の関係でいったんここで

切らせていただき、追加の御意見については別途照会させていただきたいと存

じます。様式は別途メールでお送りしますので、意見がありましたら事務局ま

で御提出いただきますようお願いいたします。 

 また、皆様方から頂きました御意見、これは本審議会において意見書の取り

まとめと知事への意見具申を行う予定でございます。意見書の取りまとめにつ

きましては、私のほうで意見書案を作成し、皆様に御意見等を伺いたいと思い

ます。その上で最終的な取りまとめについては御一任いただきたいと考えてお

りますが、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

 よろしいでしょうか。では、そのように進めさせていただきます。意見書の

取りまとめは９月初旬をめどに進めていきたいと考えております。どうぞよろ

しくお願いします。 

 では、ここからは報告事項の説明になります。次第（２）の「総合計画の指

標について」、事務局より説明をお願いします。 

 総合計画の指標につきまして、見直しの報告をさせていただきたいと思いま

す。資料４を御覧ください。 

 指標に関しましては、総合計画の策定から一定の時間が経過しまして社会情

勢等の変化が見られますことから、県が掲げた目標の達成度を測ることが困難

となった場合など、目標値及び指標自体の見直し、いわゆるメンテナンスが必

要になると考えてございます。 

 今般、記載の３つの指標につきまして、目標値の下方修正または新たな目標

値の設定を行いました。なお、指標の見直しに当たりましては、県庁内での議

論に加えまして、外部有識者からの意見等を踏まえまして検討を進めたところ

であり、審議会等への報告を経まして部門別計画等の指標見直しを行い、本日、

総合計画審議会に報告しているものでございます。 

 ページが前後して申し訳ありませんが、はじめに３ページを御覧ください。

指標番号 18 の合計特殊出生率でございますが、こちらにつきましては県民の

希望出生率に基づき設定しております。昨年、「結婚・子育てに対する県民の希

望と幸福度調査」を行ったところ、未婚者の結婚希望割合や既婚者の予定する
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子どもの数、未婚者の理想とする子どもの数が前回の同種調査から低下してお

ります。その結果を基に、昨年 12月に更新した「福島県人口ビジョン」におき

まして、2040 年の県民の希望出生率を 1.51 と算出したところでありまして、

それを踏まえて目標値の見直しを行ったところでございます。 

 次に、２ページにお戻りください。指標番号 17 の婚姻件数でございます。

「福島県人口ビジョン」におきまして、県民の希望出生率 1.51 を条件の一つ

としまして将来人口推計を行ったところでございますが、この水準で人口が推

移した場合、2030年の出生数は約 9,000人を見込んでおり、その達成に必要な

婚姻件数を試算して目標値としたところでございます。なお、これまで指標名

は「婚姻数」としておりましたが、根拠となります人口動態統計に合わせまし

て「婚姻件数」に変更いたします。 

 最後に４ページを御覧ください。指標番号 246の再生可能エネルギー導入量

につきましては、2040年ごろを目途に、県内エネルギー需要量の 100％に相当

しますエネルギーを再エネから生み出すという目標を踏まえまして、総合計画

の最終年であります 2030年時点において 70％を目指すこととしております。 

 目標値を設定しています「福島県再生可能エネルギー先駆けの地アクション

プラン」は、再エネ推進ビジョンの目標実現に向けた当面の行動計画としまし

て３年ごとに定めており、今年３月に改訂を行いまして、官民の事業計画の実

現や更なる導入施策等の実施を見込み、新たに３年間の目標値を設定したもの

でございます。 

 説明は以上です。よろしくお願い申し上げます。 

 資料４について説明を頂きました。ただいまの説明に対して御質問などござ

いましたら挙手をお願いいたします。いかがでしょうか。よろしいでしょうか。

それではただ今のようにさせていただきます。よろしくお願いします。 

 続きまして、次の報告に移らせていただきます。次第（３）の「総合計画の

情報発信の強化」について、事務局より説明をお願いします。 

 「総合計画の情報発信の強化」について、資料５を御覧ください。 

 令和４年度からスタートしました総合計画につきましては、これまで、知事

を先頭に、学校や企業・団体等におきまして出前講座等を実施し、子どもから

大人まで幅広い年代と様々な分野の方々に対しまして、総合計画の概要版やこ

ども版等を活用しながら総合計画の進捗状況などを説明し、総合計画の理解促

進に努めてまいったところでございます。 

 策定から４年目を迎えまして、総合計画に描きました「ふくしまの将来の姿」

を実現するためには、今後、更なる理解促進を図る必要があると考えておりま

すので、新たに、総合計画の進捗等をコンパクトに整理しました「年次報告書」、

いわゆるアニュアルレポートですが、こちらを毎年度制作し、出前講座をはじ

め様々な場面で活用することで、情報発信の強化を図ってまいりたいと考えて

ございます。特に、総合計画のアクションプランであります、先般改訂しまし

た「ふくしま創生総合戦略」の具体的な取組内容などの最新情報も盛り込みま

して、総合計画の目指す姿や、現状・課題を県民の皆様と共有し、様々な取組
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の創出へとつなげてまいりたいと考えております。 

 アニュアルレポートの構成につきましては、中ほどの２になりますが、「総合

計画の基本的な事項」に加えまして、「福島県を取り巻く現状と課題の最新情

報」として、現在、本県はどういう状況にあって、どういった課題があるのか、

また、政策・施策の進捗状況、いわゆる進行管理結果になりますが、こちらで

は、県が進める取組がどういった状況にあるのか、そして、それを踏まえた「今

後の取組」などを掲載する想定でございますが、今後、他の自治体や民間団体

等の事例も参考にしながら更に検討を進めてまいりたいと考えております。 

 活用方法ですが、３に記載のとおり、出前講座はもとより、市町村や関係団

体に情報共有やその後の連携・共創、学校における地域探求授業での活用によ

りまして子どもたちの共感につなげるなど、効果的に活用してまいりたいと考

えており、来年度からの活用に向けて、年度末の完成を目指し準備を進めてお

ります。 

 説明は以上です。 

 ありがとうございました。ただいまの御説明について、御質問・御意見があ

ればお願いしたいと思います。いかがでしょうか。どうぞ。 

 連合福島の澤田です。情報発信のことについて要望させていただきます。 

 今のページの一番下に「県のホームページ」という記載があります。先ほど

石川委員からも雇用の情報の一元化という話もありました。やはり情報、県民

あるいは企業さんにとって、情報収集というのはやはりホームページ中心にす

る方が多いのではないかと思います。そういう状況なので、私も行政にいたこ

ともありますけれども、残念ながら県のホームページは非常に見づらいといい

ますか、情報収集がしづらいといいますか、そういうことを常々感じておりま

した。是非、ここ最近、多くはバージョンアップされていないかと思いますけ

れども、是非、県民目線、あるいは企業目線で、見やすい、分かりやすいホー

ムページを是非工夫して、これは全庁挙げての取組になるかと思いますけれど

も、是非、その取組を新年度に向けて、新年度に限らず、早い段階で取り組ん

でいただければと思います。 

 以上です。 

 では、お願いします。 

 ありがとうございます。いまほどの御指摘、まさにそのとおりでございまし

て、やはり情報発信が非常に重要だろうというふうに考えています。そういっ

た中で、県のホームページもそうなんですが、各ポータルサイト、いろいろ部

局で作っているところはあるんですが、それがバラバラになっている部分もち

ょっとあるかなというふうに思っておりまして、先ほど説明させていただいた

とおり、庁内で戦略重点プロジェクトチームをつくっております。それぞれ、

総合計画を進める中で、重要な視点ごとに、主となる、核となる部局に集まっ

てもらって、今ほどの情報発信の部分についても議論を始めているところでご

ざいます。 

 県のホームページも含めて、県民の皆さん、また、県外、海外も含めて、し
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っかりと情報が届けられるような、探しやすいサイトになりますようにしっか

り取り組んでまいりたいと思います。 

 以上です。 

 よろしいでしょうか。もし、なければ、ただいまの御意見を踏まえながら、

情報発信の強化を進めたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

――福島県復興計画について―― 

 それでは、次の項目に移らせていただきます。次第５の「福島県復興計画に

ついて」、事務局より説明をお願いします。 

 福島県復興計画につきまして、復興計画の更新について、資料６を御覧くだ

さい。 

 本県では、平成 23年８月に福島県復興ビジョンを策定し、これに基づき、復

興に向けて必要となる具体的な取組を総合的に示した福島県復興計画、また、

令和３年３月に策定し、令和 12 年度までを計画期間とします第２期福島県復

興計画に基づきまして、震災からの復興・創生に取り組んでいるところでござ

います。 

 復興計画の策定に当たっては、福島復興再生特別措置法の規定に基づきまし

て国が策定する福島復興再生基本方針に即して、県が作成します福島復興再生

計画との整合性を図ることとしておりますが、今年度、福島復興再生計画が計

画期間の満了に伴い改訂を行うことから、その内容を復興計画に反映するもの

でございます。 

 今回、更新に当たりましては、福島復興再生計画の改定内容に加えまして、

第２期福島県復興計画策定後の状況も反映する形で更新内容を検討し、今後開

催します総合計画審議会において委員の皆様に御審議いただきたいと考えて

ございます。 

 今後のスケジュールにつきましては、２に記載のとおり、10月に第３回審議

会を開催し素案を御審議いただき、頂きました御意見等も踏まえまして、来年

２月の審議会において更新案をお示ししたいと考えてございます。その後、県

議会と復興推進本部会議を経て決定となる予定でございます。 

 説明は以上です。よろしくお願いいたします。 

 資料６について説明をいただきました。この復興計画の方針に関して御質問

がございましたら、挙手の上、御発言を頂ければと思います。いかがでしょう

か。よろしいでしょうか。特になければそのようにお願いしたいと思います。 

 

――福島県土地水対策部会について―― 

 それでは、次の報告に移らせていただきます。次第６の「福島県土地水対策

部会について」、部会長の村上早紀子特別委員から説明をお願いします。 

 土地水対策部会の部会長を務めさせていただいております福島大学の村上

と申します。本日、特別委員ということで、大変恐縮ながら同席させていただ

いております。 
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 私のほうから、これまでの審議内容ですとか開催の内容に関して説明させて

いただきます。資料７を御覧ください。 

 「土地水対策部会の開催結果」ということで、設立の趣旨でございます。こ

の土地水対策部会ですけれども、総合計画審議会の中で、土地や水に関する重

要な施策について専門的かつ機動的に検討を行うために、令和７年５月１日に

県が設置したものでございます。審議事項としましては、主に「土地利用基本

計画に関すること」と「水源地域保全に関すること」でございます。委員につ

きましては資料に記載の７名が就任しております。 

 実際の部会の開催の内容ですけれども、２ページ目を御覧ください。 

 第１回の部会につきましては、令和７年６月 12 日に開催されたものでござ

います。この第１回目の際には議事として２つございました。まず、部会長と

して私を選出いただきまして、副部会長の選出もございました。また、議事２

は「福島県水源地域保全条例案」に関して議論を進めていったものでございま

す。 

 この条例の制定の背景ですけれども、本県を含めまして、全国的に水源地域

の土地の買収ですとか開発行為等が行われていて地域に不安が生じていると

いうこと、また、ほかの道府県においても、その利用状況ですとか土地の所有

者などを把握する条例を実際に設けてございますので、それに対応していくと

いうこと。また、福島県で、今後、水源の水質や水量を損なうおそれが生じた

際に素早く対応できるようにしていくために、この水源地域保全条例を制定し

ていこうというような背景がございます。 

 また、条例の概要につきましては、「対象地域」として、公共用水の供給源で

あります森林及び周辺地域を指定しているということ、また、「制度」としまし

ては、対象地域内の土地取引の事前届出制度と、また立入調査等の制度を設け

るというものでございます。 

 また、これらに関して第１回目の部会では、委員の皆様から様々な意見を頂

戴しております。例えば、「土地の取引に着目した規制ではなくて、水源に悪影

響を及ぼす行為そのものを規制すべきでないか」という意見です。これに対し

ては、県の考え方として「取引状況の早期把握が目的であり、土地取引の規制

というものは憲法上の制約があることを踏まえて、届出制度を検討し、併せて

立入調査制度も設けることで現状把握に努めていきたい」と説明がございまし

た。 

 また、県の説明の中で、条例を検討するに当たって、現状において憂慮され

る取引として「外国資本等による土地取引」というものを当初挙げていたこと

に対して、委員のお一人からは、「懸念すべきは、営利企業等による土地取引で

はないか」というふうな意見がございました。県からは「外国資本等」という

表現においては再検討するとございました。また、その後、パブリックコメン

ト以降の資料などからは、申し上げました「外国資本等」という表現は使用し

ないとのことでございました。 

 また、この第１回部会での議論を踏まえて、その後、６月 16日～７月７日に
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パブリックコメントを実施しております。また、市町村の意見照会などを実施

していて、その結果を踏まえまして第２回目の部会で改めて条例案を検討する

というふうなものとして第１回部会を終了いたしました。 

 続いて、第２回部会でございます。次の３ページ目を御覧ください。第２回

目の部会は、先週８月１日に開催されたものでございます。 

 審議の内容としましては、「福島県水源地域保全条例案」に関して説明いただ

いた上で、事前にパブリックコメントを実施したところ、１個人の方から５件

の御意見をいただいたということと、あとは、市町村意見として２件、また、

前回第１回目の部会の際に、委員の皆様から頂いた御意見を踏まえて実際の条

例案を検討していくというふうな内容でございました。 

 内容としましては、第２回目は、「福島県水源地域保全条例案」に関して、パ

ブリックコメントの内容を踏まえてどうするかということでした。大きな変更

は特にございませんでしたけれども、若干の変更点に関して説明がございまし

た。委員の方からも意見を頂いていて、「「届出要件未満に分割して譲渡する」

などといったように、届出を回避する者への対応はどうするのか」という意見

がございました。これに対して、県の考え方としましては、「他の法令の届出制

度ですとか水源地域保全条例の立入調査などを通して情報把握に努めていき

たい」と説明がございました。 

 また、「今後の開発行為ですとか管理不全などによって地域の環境が大きく

変化していくことが懸念される」というふうな委員の方からの意見を頂いてお

ります。これに対して、県の説明として、「そのような懸念を受けた上で条例制

定を検討していて、水源地域保全条例の事前届出制度ですとか立入調査制度な

どにより情報把握に努めていきたい、必要に応じて関係する部局などと共有し

て対応していく」と回答がございました。 

 今後のスケジュールですけれども、これまでの議論を踏まえて条例の最終案

を県のほうで作成する予定です。また、９月県議会に条例案を提出し、議決を

経て、10月に条例の公布に進んでいくと。また、12月に水源地域の指定、令和

８年２月には届出・立入調査等制度を施行する予定とのことであります。 

 続いて、４ページ目を御覧ください。次に②の「福島県土地利用基本計画一

部変更案について」でございます。 

 このときに県のほうから、土地利用基本計画の内容や変更手続き、福島県の

状況に関して説明がございました。法律に基づき諮問がございました郡山市の

森林地域 73ha縮小、また、相馬市の森林地域 83ha縮小、白河市の森林地域 25ha

縮小といった内容に関して説明がございました。この変更案に対しては、部会

としては、その審議を踏まえて特に意見はないといったことで答申する予定で

ございます。 

 最後ですけれども、今後のスケジュールにつきましては、令和７年８月に国

土交通大臣へ意見聴取を行い、９月に変更決定・公表予定というスケジュール

でございます。 

 以上、簡単ではございますけれども、土地水対策部会の検討、審議内容に関
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して御報告させていただきます。 

 以上です。 

 ありがとうございました。資料７について説明いただきましたが、こちらに

ついて御質問等があれば挙手の上、御発言を頂きたいと思います。いかがでし

ょうか。よろしいでしょうか。特になければ御確認を頂いたということにいた

します。 

 

――その他―― 

 続きまして「その他」でありますけれども、事務局から何かありましたらお

願いします。 

 事務局より事務連絡をお伝えさせていただきます。 

 本日、議事・報告をいたしました件につきまして、時間の都合上、十分に御

発言いただけなかった内容もあるかと思われます。審議会終了後、追加の御意

見について別途メールにて照会させていただきますので、御意見がありました

ら事務局まで御提出をお願いいたします。また、今回御審議いただきました進

行管理の内容につきましては、県のホームページで公表するとともに、県議会

にも報告してまいります。 

 以上です。 

 それでは、以上で本日予定した議題は全て終了となります。時間が超過しま

したことをおわび申し上げたいと思います。 

 以上で本日の審議を終了したいと思います。議事の進行に御協力いただきま

してありがとうございました。 

 それでは、最後に企画調整部長から御挨拶を申し上げます。 

 皆さん、長時間にわたり御審議いただきありがとうございました。三浦会長

におかれましては、最初の開催となりましたが、円滑な御進行、ありがとうご

ざいました。 

 また、前会長であります岩崎委員におかれましては、６年間に渡り会長に御

就任いただきました。特に、コロナ禍の中で、新たな総合計画を御審議いただ

くという重荷を担っていただきまして、改めてこの場をお借りして感謝申し上

げたいと思います。 

 本日、非常に多くの御意見を頂きましたので、受け止めさせていただいて、

次に向けて取り組んでいきたいと思いますので、引き続きの御指導のほど、ど

うぞよろしくお願いいたします。本日はありがとうございました。 

 

――閉  会―― 

 これをもちまして、福島県総合計画審議会を閉会させていただきます。本日

は誠にありがとうございました。 

 

（以 上） 

 


